


Ⅲ.申請事業

入力数 298 字

入力数 283 字
Ⅳ.実行団体の募集

(1)申請事業の概要

困窮者世帯児童生徒への学習環境の整備と学習意欲の向上。想定として、wifi環境下で学習環境の設置。学生アルバイトによる(無料・低額・寄付等による)学習支援拠点の運営。 2021年3月～2022年2月

子どもや青少年、親子の孤立化を防止、不安の解消などのリフレッシュ、多様な関りや価値観に触れることを目的とした取り組み。想定は、耕作放棄された里山を活用した里山プレーパークの整
備、オンライン体験会。

2021年3月～2022年2月

コロナの影響により困難に直面している子どもや子育て中の保護者、不安な雇用状態の若者たちがメール、Lineで気軽に相談できる「オンライン相談センター」を開設。 2021年3月～2022年2月

コロナ禍により、子ども(親子)、医療的ケア児、障害者、不安定な雇用で働く若者、高齢者、難病者、引きこもり等人とのつながりが薄い方などこれまで顕在化していた生きづらさを抱えた方々がさら
に深く重い困難な状況であること、また新たなに困難を抱えた方が増加している背景に捉えて、本事業では、課題解決型組織が必要とされるサービスの維持・拡充また新しい対応策の確立を支援し、本
助成終了後も持続的に課題解決、価値創造に帰する取り組みを育んでいく。なお対象地域(栃木県)を限定することで、助成対象団体と深く実践的なネットワークを形成し重層的支援ができる社会環境に
寄与する。また新たな次世代の担い手を育成していく。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期
生活困窮者への生活支援(安心)と支援機関との接点形成。想定として、フードバンク食品寄付と配布量の増大。社会福祉士等と連携したワンストップ困窮者相談支援体制の整備。 2021年3月～2022年2月

自粛中のストレス軽減、自宅で見守りができるホームヘルパーを養成・派遣。施設に来なくても利用者とボランティアが関わり合えるオンラインプログラム開発・構築・運用等。 2021年3月～2022年2月

これからの新しい働きを提起するオンラインプログラムの実施。地域の起業を支援するコワーキングスペースの設置・運営。若者の課題解決実践の種となる地域ニーズ(地域課題、中小企業の経営
課題)と社会づくりプログラム(インターン、プログラム参加者募集)を発信する地域メディアの開発運用。「Ｕターン・Ｉターン支援センター」の設置運営。

2021年3月～2022年2月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期
月1回の実施状況の確認と事業実施に関するオンラインメンタリング 2021年3月～2022年2月

障害者が本来求めていた「在宅ワーク」を推進。Ｗｅｂ会議システムと訪問指導でサポートする。一緒に学んで積極的に社会参加。 2021年3月～2022年2月

自治会・町内会等との連携し、地域の共助を支え、地域に根差した地域課題解決の実践活動。こ 2021年3月～2022年2月

農村振興、環境保全活動、体験教育、等のコロナ禍を捉えた新しいプログラムの開発や運営。 2021年3月～2022年2月

支援対象団体の活動状況をSNS,HP等で随時発信し、その団体への関心をもち、参画する市民を広げて、仲間が広がる支援を実施。 2021年3月～2022年2月

4か月に1回、助成対象団体が一堂に会し(オンライン)それぞれの実施における課題、新たに見えてきたニーズや構造、組織的課題等の共有と対応策の協議 2021年3月～2022年2月

マネジメント研修の実施(全5回、ミッション・ビジョンの確認、ターゲット・ニーズの分析、事業開発・ビジネスモデル開発、プロモーション戦略、内部管理) 2021年3月～2022年2月

他地域の「休眠預金プログラム」参加団体の取り組み事例共有とオンライン等による情報交換会の実施。 2021年3月～2022年2月

コロナ禍による生活課題や社会課題の解決に立ち向かう
本気の組織を掘り起こし、新たな課題解決手法の実践を
含む課題解決力の向上、価値の創出、組織変容の実現と
成長を実現する。

①申込数、採択件数
②助成申請団体の事業申請書で設定さ
れた目標数値
③1年後(2022．3月末時点)での事業継
続率(助成した団体で2024年3月に活動
している団体数/2020年度助成採択団体
数)

①申請書類件数、採択件数による把握
②助成対象団体が提出する中間報告、
事業報告で把握
③団体の報告また、HP,CANPANなど
の情報公開により把握

①申込数：20件以上 採択件数：10件
以上の実現
②助成申請団体の事業計画による目標
数値の80％以上の達成
③1年後(2022．3月末時点)での事業継
続率の90％の実現と提供者数、会員数
ともに2020年度比で120％増

2022年2月

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

2021.2月上旬：資金分配団体の決定、審査委員の就任打診、助成公募要領の策定、
2021.2月中旬：審査・助成運営委員の就任要請、実行団体の公募開始
2021.3月中旬：助成公募の〆切、実行団体の審査会・選定
2021.3月下旬：助成団体説明会、オリエンテーション、マネジメント講座(1回/5回)、アドバイザリーボード(外部有識者を交えた方針決定会議)を実施
2021.4月上旬：助成開始 ※支援対象期間：2022年2月末まで(定期メンタリング：毎月実施)、

  4月下旬以降：マネジメント集中研修(2回/5回)、5月2回/5回 計5回の実施)
アドバイザリーボード会議の実施(5月、9月、2月)

(3年後：2024年の状態)・助成金採択団体が業態を変更しながらも事例、実績を残している状態(サービス受益者数が現在の2倍になっている状態)。支援を受けた方、立ち上がった若者たちが、課題解決型組織の職員とし
て活躍している状態(新規職員採用者12名)。
・制度外のセーフティネット(例「食」の支援、相談支援)が拡充され、課題解決型組織(民間)が連携し、重層的な支援ができる状態。加えて、産学官民が連携し地域共生連帯経済圏を形成し、テレワークの定着、地方移
住、オンライン学習、購買行動の変化等など新しく多様な生活スタイルや生業が生まれ地域に新しい循環が生まれている状態。

(1)採択予定実行団体数 12団体 (２) １実行団体当たり助成金額
100万円～500万円(想定100万円：7団体、300万円：4団
体 500万円：2団体 計2900万円)

(3)申請数確保に向けた
 工夫

1. 県NPO・ボランティア活動担当部署への広報依頼
2 .県・市町のNPO中間支援センターへの広報依頼
3. 県域の中間支援型NPOへの情報提供・情報交換と応募プログラムのとりまとめ依頼
4．ソーシャルビジネス支援機関、日本政策金融公庫(ソーシャルビジネス支援資金活用団体)、課題解決型創業補助金(栃木県独自政策)採択団体への案内
5. SNSの投稿や広告を活用したプロモーションの実施
6．プレスリリースの実施



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

当会理事長矢野正広を事業責任者として、本事業の現場統括者に、NPO、ソーシャルビジネス、組織変革促進、若者による社会課題解決の支援の実践値が高い (NPO
法人とちぎユースサポーターズネットワーク代表理事)を迎え、将来の社会課題解決セクターを支える新たな人材を事務局職員2名(非常勤)採用し、計4名で実施する。本事業の
意思決定については、事業責任者 、現場統括者 、アドバイザリーボート(外部有識者)3名を配置し、5名での協議と合意とする。本助成の審査員案は、審査委員長：

計t名で実施する。なお、審査員のうち
の3名はアドバイザリーボードも兼ねる。

(2)他団体との連携体制

募集、運営について県域の中間支援型NPO、NPO支援センター（県域、宇都宮市域）と連携し、事業の広報、助成応募、伴走支援支援への協力を図る。
また、特に伴走支援等については、団体の成長に必要なニーズを見極め、これまでの活動実践で育んできたNPO支援センターをはじめ、創業支援機関(民間、金融、経済団体、
行政等で構成されている創業支援ネットワークがある)や大学等の広いネットワークを活用し、適切な成長支援を実施していく。

(3)想定されるリスクと管理体制

①職員が感染してしまった。⇒発生の抑止：(今も実施しているが)消毒、検温、換気等の徹底。リモートワークが可能な体制(データのクラウド保管と共有システム)による運
営。発生対応：全員が速やかに在宅仕事へ切りかえ対応。また発生状況等の情報公開をHPで実施。
②助成金採択団体で利用者、職員にコロナ感染が発見された。クラスターが発生してしまった ⇒発生の抑止：検温、消毒、距離、マスク、換気等対応の徹底 発生後：適切
な医療機関を受診し、医師の診断と指示による対応を行う。自宅療養の場合、孤立化しないように、定期的に連絡しケアを行う。なお団体においては、感染者以外も速やかに
在宅仕事に切り替え、他者との対面接触を一時的に避ける対応を行う。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

●とちぎコミュニティ基金の助成実績：45,059,898円・288団体（2006-2020/12月現在）
●とちぎコミュニティ基金には、助成（５）、合同ファンドレイジング（２）、プロジェクト（１）の８つの事業がある。■助成：①とちぎ夢基金、②とちぎ夢SDGｓ助成、③花王ハートポケットクラ
ブ助成、④たかはら子ども未来基金、⑤がんばろう栃木！台風19号募金 ■合同ファンドレイジング：①がんばろう栃木！コロナ支え合い基金、②サンタdeラン ■プロジェクト：①子どもSUNSUN
プロジェクト  ■専用HP https://www.tochicomi.org/

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
（主なもの）■調査：フードバンクを入口とした困窮者支援(2015)、宇都宮・子どもSUNSUNプロジェクト＝子どもの貧困撃退円卓会議（2017）、大田原・子どもの貧困撃退円卓会議（2018）、■調
査助成：３件：那須塩原市・子どもの貧困撃退円卓会議、宇都宮・外国人ルーツの子どもの貧困、小山・多胎児妊婦の生活実態（2020）■伴走支援①合同ファンドレイジング：総額 30,893,717円・145
団体/2010-2020）、コロナ県内フードバンク支援「チャリティーウォーク」５団体・総額：1,807,580円(2020) ■伴走支援②設立運営支援/宇都宮・子どもSUNSUNプロジェクト成果：４年目となる
計画達成度は2016当初→現在(2020/12)の比較で、子ども食堂3→10（か所）、学習支援3→6、子どもの居場所1→4、制服リサイクルバンク0→1、フードバンク１→２（か所）

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を受
けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も
含む）

有 無
有の場合
その詳細

がんばろう栃木！コロナ支え合い募金(配分済
額6,493,641円、2022年３月まで実施)




